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 首都圏，地方都市，地方郡部の幼稚園児及び保育園児をもつ保護者を対象に行った第 3 回子育て
生活基本調査(幼児版)(2008)では，子育ての悩みや気がかりについて「犯罪や事故に巻き込まれるこ
と」が 73.3％で最も多く，次いで「褒め方，叱り方」55.3％，「しつけの仕方」52.4％でこれら 3 項
目が半数を超えて回答していた。子どもの育てにくい特性に関すると思われる「子どもの性格，態





















者，計 85 名を対象とした。 




























 対象者 85 名全員から回答を回収し，その内本研究への同意が得られたものは，ふれあい教室りす




 得られたデータについての単純集計は Excel にて，子どもや記入者の属性と困り感との関連性に
ついて SPSS を用いてｔ検定を行った。 
 
Ⅲ．結果及び考察 
 各項目の集計を表 1 に示す。ただし，ふれあい教室かららっこクラスへ移行した 3 名分について
は重複している。 
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 (5 相：5 歳児発達相談 以下，図表中では 5 相と示す) 







 子どもとの属性では母親が最も多く 70 名(93.3％)，次いで祖母 3 名(4.0％)，父親 2 名(2.7％)であ
った。対象群別では，りすクラスは母親 16 名(88.9％)，祖母 2 名(11.1％)，ぞうクラスは母親 12 名







 同伴者の年齢は 30 代が最も多く 44 名(58.7％)，次いで 20 代 19 名(25.3％)，40 代 10 名(13.3％)，
その他 2 名(2.7％)であった。対象群別ではりすクラスは 20 代 8 名(44.4％)，30 代 8 名(44.4％)，40
代1名(5.6％)，その他1名(5.6％)，ぞうクラスは20代2名(15.4％)，30代8名(61.5％)，40代3名(23.1％)，
5 歳児発達相談は 20 代 7 名(20.0％)，30 代 24 名(68.6％)，40 代 3 名(8.6％)，その他 1 名(2.9％)，ら
っこクラスは 20 代 2 名(22.2％)，30 代 4 名(44.4％)，40 代 3 名(33.3％)であった。これは子どもとの
属性が母親・父親から祖母にまで渡っていたため，年齢層も幅広くなったと言える。しかし，同伴




 職業形態は専業主婦 36 名(48.0％)，常勤 18 名(24.0％)，休職中 10 名(13.3％)，パート 8 名(10.7％)，
非常勤 3 名(4.0％)であった。対象群別では，りすクラスは専業主婦 12 名(66.7％)，常勤 1 名(5.6％)，
非常勤 1 名(5.6％)，パート 1 名(5.6％)，休職中 3 名(16.7％)，ぞうクラスは専業主婦 10 名(76.9％)，
常勤 1 名(7.7％)，パート 1 名(7.7％)，休職中 1 名(7.7％)，5 歳児発達相談は専業主婦 6 名(17.1％)，
常勤 16 名(45.7％)，非常勤 2 名(5.7％)，パート 6 名(17.1％)，休職中 5 名(14.3％)，らっこクラスは








 家族形態は核家族(親子のみ)49 名(65.3％)，拡大家族(親子＋祖父母等)24 名(32.0％)，その他 2 名
(2.7％)であった。対象群別では，りすクラスは核家族 13 名(72.2％)，拡大家族 4 名(22.2％)，その他
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1 名(5.6％)，ぞうクラスは核家族 12 名(92.3％)，拡大家族 1 名(7.7％)，5 歳児発達相談は核家族 19
名(54.3％)，拡大家族 16 名(45.7％)，らっこクラスでは核家族 5 名(55.6％)，拡大家族 3 名(33.3％)，























はサポート有り 6 名(66.7％)，サポート無し 3 名(33.3％)であった。日常的に子育てのサポートが有
ると答えた 56 名のうち，その相手としては母方の祖父母が最も多く 33 名であった。対象群別では，
りすクラスは 12 名のうち母方の祖父母 9 名，父方の祖父母 4 名，その他 1 名，ぞうクラスは 6 名の
うち母方の祖父母 5 名，父方の祖父母 1 名，父親 1 名，5 歳児発達相談は 32 名のうち母方の祖父母
16 名，父方の祖父母 13 名，父親 4 名，その他 1 名，らっこクラスは 6 名のうち母方の祖父母 3 名，
父方の祖父母 1 名，父親 2 名，その他 1 名であった(図 1)。 
日常的に子育てサポートをしてくれる人はりすクラス，らっこクラス，5 歳児発達相談で有りと
回答した人が多く，1 歳 6 ヶ月児のりすクラスでは両祖父母，あるいはどちらかの祖父母からのサ
ポートを受けている。このことから，1 歳 6 ヶ月頃は子育てにはまだまだ手のかかる時期として祖
父母も捉えており，積極的にサポートをする時期である考えているのではないだろうか。 




図 1 日常的な子育てのサポートの相手(複数回答) 
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動向調査(2008)で平日の昼間，第 1 子が 1 歳から 3 歳になるまでの世話をしている相手という項目
において，優先順位 1 位は母親(75.3％)であるが 2 位は祖父母(45.2％)となっており，祖父母を優先
順位 1 位とあげた人も 13.8％と母親に次いで多くなっている。また同調査で祖父母，父親を含めた






















親子 21 第 2 回中間評価(2009)の報告でも，育児について相談相手のいる 1 歳 6 ヶ月児及び 3 歳児の
母親の割合は 9 割を超えている 7)。このことからも，実際に子どもと関わるサポートとは異なり，
日常会話の延長として相談は行いやすいのではないかと考えられる。日常的に子育ての相談相手が
いると答えた 65 名のうち，その相手としては母方の祖父母が最も多く 44 名であった。対象群別で
は，りすクラスは 16 名のうち母方の祖父母が 13 名，ママ友 3 名，友人が 2 名，父方の祖父母 2 名，
自分のきょうだい 1 名，父親 1 名，その他 1 名，ぞうクラスは 9 名のうち母方の祖父母 5 名，友人
4 名，ママ友 3 名，自分のきょうだい 2 名，5 歳児発達相談は 32 名のうち母方の祖父母 21 名，友人
10 名，ママ友 8 名，自分のきょうだい 6 名，父親 6 名，父方の祖父母 1 名，その他 3 名，らっこク
ラスは 8 名のうち母方の祖父母 5 名，ママ友 3 名，友人 2 名，父方の祖父母 2 名，父親 1 名，その
他 3 名であった(図 2)。相談相手は祖父母等の親族だけでなく，信頼関係のある友人や同じ境遇であ
るママ友という回答が多かった。第 4 回全国家庭動向調査でも，出産や育児で困ったときの相談相
手は優先順位 1 位及び 2 位ともに祖父母が最も多くあげられている。また，同調査で約 3 割の母親
が優先順位 4 位までに父親をあげていない一方，優先順位 3 位，4 位では友人等を含む非親族が 3
割から 4 割で最も多くなることがわかった。実際的なサポートは父方の祖父母でも相談は母方の祖


































い」が最も多く 18 名，次いで「多動・衝動的に行動する」11 名，「子育て環境に関すること」9 名，
「癇癪」8 名，「特になし」6 名と続いた。対象群別に見ると，りすクラスは「多動・衝動的に行動
する」，「子育て環境に関すること」，「人・場所見知り」が同率で最も多くそれぞれ 3 名であった。
ぞうクラスは「自己主張が強い・指示が入らない」が最も多く 5 名，5 歳児発達相談でも「自己主
張が強い・指示が入らない」が最も多く 11 名であった。らっこクラスでは「発達の遅れ」4 名で最
も多かった。  
子どもを育てる上で困っていることとして，全体では「自己主張が強い・指示が入らない」が最
も多く 10 名，次いで「子育て環境に関すること」，「特になし」，「発達の遅れ」が同率でそれぞれ 8
表 2 子育てのサポート及び相談相手の有無と 
      困り感レベルの関係 
困り感の平均値(cm) 子育てのサポート 
子育ての相談相手 無 有 
無 3.8  2.9  
有 4.1  3.6  





















































い」が最も多く 18 名，次いで「多動・衝動的に行動する」11 名，「子育て環境に関すること」9 名，
「癇癪」8 名，「特になし」6 名と続いた。対象群別に見ると，りすクラスは「多動・衝動的に行動
する」，「子育て環境に関すること」，「人・場所見知り」が同率で最も多くそれぞれ 3 名であった。
ぞうクラスは「自己主張が強い・指示が入らない」が最も多く 5 名，5 歳児発達相談でも「自己主
張が強い・指示が入らない」が最も多く 11 名であった。らっこクラスでは「発達の遅れ」4 名で最
も多かった。  
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図 3 対象群別にみた日常的な子育てサポートの有無と 
困り感レベルの関係 
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わり」，「癇癪」が同率でそれぞれ 2 名であった。5 歳児発達相談は「特になし」が最も多く 8 名で






















ることができる託児所等の必要性が，サポート有り 2.6，サポート無し 4.0 という困り感レベルの結
果からも示唆された。しかし，これらの結果について有意な差は認められなかった。 
 5 歳児発達相談では，「自己主張が強い・指示が入らない」，「他児とのトラブル・集団での関わり」，
表 3 対象群別の育てにくさ及び困っていることの上位項目 






5 相 ①自己主張が強い・言うことを聞かない ①特になし，②他児とのトラブル・集団との関
わり，②多動・衝動的に行動する 



























































ラス 3.5(n=6)，5 歳児発達相談 3.6(n=26)，らっこクラス 3.2(n=9)であった。また，困り感の分布をみ




ベルの平均は 4.1(n=25)，きょうだいのいる第 1 子の困り感レベルの平均は 3.6(n=19)であり，第 2
子以降の困り感レベルは 2.0(n=16)であった。このうち，1 人っ子は第 2 子以降の困り感レベルと比
較して高くなるという有意な傾向を示していた。第 3 回子育て生活基本調査(幼児版)でも，第 2 子
以降と比較して第 1 子のほうが子どもに対する否定的な行動(叱る，たたく)や母親の否定的な感情






対象児が 3 人きょうだいの真ん中である場合な   
どは，年上のきょうだい，年下のきょうだいとも
に属し，データが重複している。 






兄‐男児  n=5 1.8 
姉‐男児  n=7 4.6 
弟‐男児  n=9 4.8 
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